
都市経営分科会　用語集

用語集作成の目的 ・市民会議の経営分科会において、誤解の少ない討議の実現に役立つことを期待してこの用語集を作成した。

構成 ・市民会議における使用する用語として「使用したい用語」を５０音順に配列した。
　「使用したい用語」の同義語と、関連して使われることが多い「関連用語」を併記した。
　また、「使用したい用語」に関連する複数の用語を、「使用したい用語」の下に併記し、相互の用語類が理解しやすいよう
　に努めた。

採取範囲 ・用語は原則として、第２期基本計画策定浦安市民会議　都市経営分科会中間報告書と市民会議で配布された各種資料
　から採取した。
　そのほか、討議の中で使用されるであろう用語を、｢新自治用語辞典｣から一部を引用し、太字で表記した。その定義は
　省略などにより、新自治用語辞典の表現とは異なっているが大意は変えていない。

留意点 ・あくまでも、都市経営分科会の討議に便ならしめるために作成したものであり、行政･学術用語としての正確性は二義的
　なものに止めた。
・用語の適用範囲は基本的には浦安市を主体とし、国･県レベルの行財政用語は極力省いた。

使用したい用語（ａ） 同義語（ｂ） 関連用語(ｃ） 使用したい用語の定義

あ インフラ 社会資本 道路、鉄道などの交通輸送施設、上下水道、廃棄物などの処理･供給施設、電力、電話等の
都市基盤 通信施設など、都市活動に不可欠の基幹施設をいう。

都市基盤 道路、鉄道などの交通輸送施設、上下水道、廃棄物などの処理･供給施設、電力、電話等の
通信施設など、都市活動に不可欠の基幹施設をいう。

維持管理手法 市が保有する施設の適切な維持管理をする手法。採用するしゅほうにより、施設別人口１人
あたりの補修費額に差を生じることがある。

一般財源 （特定財源） 使途が国や県から指定・制限されていず、市でどのような経費にも使用できるもの。
（歳入） 財政運営の自主性と財政構造の弾力性を確保するもので、この財源が多いほど市独自の施策を

打ち出しやすい。
特定財源 （歳入） 収入の段階で使途が特定されている財源で、国庫支出金や地方債、使用料などがある。

依存財源 (自主財源） 国･都道府県が収入に関わる財源。地方交付税、国庫支出金、都道府県支出金、地方債など
がある。

自主財源 （依存財源） 自治体が自らの手で徴収･収納できる財源のこと。その使途が一般か特定目的かを問わない。
（歳入） 地方税、使用料、手数料、寄附金、財産収入、繰入金、諸収入、繰越金などがある。

一般会計 （特別会計） 市の特別会計に属しないすべての歳入･歳出を経理する会計をいう。
(普通会計） 浦安市では議会費、総務費、民生費、衛生費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、

教育費の９つがある。
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使用したい用語（ａ） 同義語（ｂ） 関連用語(ｃ） 使用したい用語の定義

特別会計 （一般会計） 一般会計からの繰出金を含む特定財源により、特定の支出に充てる会計。浦安市の場合、
国保、学校給食、下水道、老人保健など７つの特別会計がある。財源が不足するときは、
一般会計から財源補填を行なうことがある。

浦安市総合計画 （基本構想） 浦安市がめざすまちづくりの基本目標や将来都市像を明らかにし、市民と行政が一体となって
　＜浦安市総合計画抜粋＞ （基本計画） 計画的にまちづくりを推進していくための基本指針で、基本構想と基本計画から構成される。

基本構想 政策 （マスタープラン） 市がめざすまちづくりの基本目標や、将来都市像を明らかにするためのものであり、市民と
（総合計画） 行政が一体となって計画的にまちづくりを推進していく基本指針をいう。基本理念、基本

　　↓ （基本計画） 目標、５つの都市像をいい、他のすべての計画の基本となる。目標年度は平成３２年度。
下位計画として基本計画を持つ。

　　 基本目標 基本構想に基づいて定めれる目標。現基本目標は、「人が輝き躍動するまち・浦安」。
基本計画 経営計画 （総合計画） 基本構想の中のまちづくり重点プラン７つをいう。目標年度は平成２２年度で、現在市民
　　↓ （基本政策） 会議で第２期基本計画への提言が議論されている。
実施計画 浦安市の基本計画に基づき、施策を計画的･効率的に実施するための、３ヵ年の具体的事業

ＮＰＭ理論 民間企業における経営理念･手法などを可能な限り行政現場に適用し、効率化･活性化を図ろ
　New Public Management うとする考え方。特徴として　①市場メカニズムの活用　②顧客主義　③業績成果による

統制　④　ピラミッド型組織の簡素化　が指摘されている。
オンブズマン 苦情処理 （行政評価） わが国では制度化されていないが、市民の苦情に基づいて行政制度や運営を観察し、改善・

合理化を勧告する、一種の苦情処理機関とされている。
か 管理会計 （公会計） 企業体の経営管理者に意思決定や業績評価などに必要な、経営比較、予算統制などの情報

提供を目的とした会計。
企業会計 （公会計） ①　民間企業の会計の総称　②　地方公共企業法の適用を受ける公営企業の会計方式をいう。

発生主義、複式簿記、費用･収益の年度割りあてなど民間でいう企業会計を採用し、特別
会計を設けて独立採算制をとるべきこと、企業活動が外部の変動に応ずるように図られて

基金 積立金 いる。特定の目的のために、財産を維持し、資金を積み立てまたは定額の資金を運用する
ために設ける。基金の運用・管理経費は歳出入予算に計上が必要。当市では、財政調整基金、
庁舎増築基金、土地開発基金など１９の基金がある。

協働 （契約） 共通の目的を達成するために市と市民が、それぞれの果たすべき役割と責任を自覚して、
　　＜市民参加推進計画 （協業） 対等な立場で協力し合い、補完し合うこと。「行政が公共の大部分を担う」との考え方を
　　　平成１７年３月＞ 転換させるもの。
　　＜市民参加推進指針

　　　平成１５年３月＞

市民参加 協働 市民が市政に参加し、およびまちづくり活動を行なうこと。＜推進条例＞
　　＜市民参加推進条例 ワークショップ （市民活動） 市民が、市政の各プロセス（企画･実施･評価）に参加し、市民の意思が反映されること。
　　　平成１６年３月＞ 市民提案 （住民運動） ＜推進指針＞
　　＜市民参加推進指針 住民自治
　　　平成１５年３月＞ 住民投票制度
業務委託 行政の事務事業の一部を民間に委託すること。行政コスト削減の目的で行なうが、業務の
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具体的内容等を詰めておかないと、目的を達成できないことがある。
義務的経費 （経常的経費） 人件費、扶助費、公債費の任意に削減ができない硬直性のきわめて強い経費。財政運営の

（投資的経費） 健全性、特に財政構造の弾力性を分析するために用いられる概念。
経常的経費 法令上の定めはないが、おおむね人件費･物件費・維持・補修費･扶助費･補助費と公債費を

行政遂行上不可欠であるゆえに弾力性に欠けるが、その削減に当たっては、極端な行政
サービス低下を招かない方法で行なうべきであろう。

投資的経費 社会資本（道路･橋梁･公園･学校･公営住宅等)の整備に要する経費で、普通建設事業費や
災害復旧事業費、失業対策事業費からなっている。

行政 市 ①法の下に公けの目的を達するための作用。立法､司法以外の統治を意味する一般語句。
市役所 ②法律、条令により設置されるもので、市役所の部課・保健所･警察署･福祉事務所・児童

地方公共団体 相談所などがある。
地方自治体
行政機関

行政機関 地方公共団体 浦安市のこと。事務執行を効率的、効果的に果たすための統治組織。
地方自治体
行政
市役所 （行政） 市が事務を執る主要な場所をいう。

地方自治体 市町村 都道府県、市町村を指す。住民の権利を制限し、自由
行政 を規制する内容を持つ事務処理を含め広範な自治権

行政機関 が国から認められた統治団体。浦安市。
地方公共団体

行政運営 行政経営 （行政活動） 行政活動（→　行政活動）に関するものと、行政機関としての浦安市の組織統治の両面が
行財政運営 ある。
自治体運営
自治体経営

行政活動 行政経営 （行政運営） 地方自治法に規定されている、市が行なうあらゆる事業や制度を管理執行すること。浦安市
　　＜市民参加推進指針 行財政運営 （行政活動） 組織の統治行為を含まない。
　　　平成１５年３月＞ 自治体運営 （行政サービス）

自治体経営

行政事務 自治事務 法定受託事務以外の，市が処理するすべての事務で３つに大別できる。
地方公共団 ①公共事務（住民福祉を積極的に増進する）＝行政サービス
　　体の事務 ②団体委任事務（国から委任された事務）

（法定受託事務）③行政事務（住民の自由や権利を規制、義務･負担を課したりする事務）
行政サービス 公共サービス （受益者負担） 市が処理する事務のうち、住民福祉を積極的に増進する公共事務（→行政事務）のことを

公共事務 いう。自治法では｢役務の提供｣として，市及びその機関によって行なわれる一切の利便、
役務の提供 サービスの提供、とある。
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行政改革 （行政改革大綱）総務省指針では　①事務事業の見直し　②組織・機構の見直し　③定員管理と給与の適正化　
④効果的奈行政運営と職員の能力開発推進　⑤情報化による行政サービスの向上　⑥公共
施設の設置、管理運営をあげている。

行財政の基本的特性 行財政運営に当たって行政庁、職員などに求められる基本的行動規範。規律性、公平性、
効率性･透明性・客観性の５つがある。

行政サービス満足度 公共サービス （市民ニーズ） 市の行政活動に対する市民の評価、満足度。
市民満足度

行政機関 地方公共団体 （行政） 浦安市のこと。
（自治体） （行政庁） ＊行政庁とは市長、委員会、委員のことを指す。

行政評価 業績評価 （政策評価） 成果を重視し、いかに住民満足度を向上させたかという観点で評価を行い、その結果を行政
（施策評価） 活動に反映させようとする制度。
（事務事業評価）評価とは「政策、施策、事務事業」について、「事前、事後」を問わず、「一定の基準、
（政策評価指標）指標」をもって、｢妥当性、達成度、成果」を判定するもの。

　　政策評価 （行政評価） 基本構想の実現度の評価。
　　　↑ （施策評価）

（事務事業評価）

　　施策評価 （行政評価） 浦安市総合計画の中の基本計画・５６の具体的施策の実現度の評価。
　　　↑ （政策評価）

（事務事業評価）

　　事務事業評価 （行政評価） 事務事業レベルの実現度の評価。
（政策評価）
（事務事業評価）

繰入金 一般、特別、基金の各会計間における現金の移動。一般会計から特別会計に財源不足の資金
を受入れる場合などに使う。

繰出金 一般、特別、基金の会計間で予算の相互充用のために、支出する経費をいう。
経常的経費 （義務的経費） 法令上の定めはないが、おおむね人件費･物件費・維持・補修費･扶助費･補助費と公債費を

行政遂行上不可欠であるゆえに弾力性に欠けるが、その削減に当たっては、極端な行政
サービス低下を招かない方法で行なうべきであろう。

経常的収入 主なものは地方税、地方交付税による収入。ただし、地方税のうち、都市計画税･法定外
普通税、超過課税および地方交付税のうち特別交付税は臨時的収入に分類される。

決算 （歳入歳出予算）市は出納閉鎖後3ヶ月以内に、外郭団体は事業終了後２ヶ月以内に、決算と付属書類を市長
に提出が必要。議会の認定を得られなくても、決算の法的効力に影響が及ばないが、市長の
政治的･道義的責任は残る。

歳入歳出予算 一定期間における収入･支出の見積もりのこと。歳入予算は見積もりであるが、歳出予算は
見積もりであると同時に、支出額および内容を制限する拘束力を有する。議会の議決による
承認が必要。
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コンプライアンス 法令順守 法令順守の管理体制。
公共サービス 行政サービス 上下水道、公園、図書館、ゴミ処理、学校･保育園･幼稚園、公民館、市役所窓口サービス

などの公共施設や公共機能の利用が受けられること。
公共施設 社会資本 （都市建設） 道路、河川、上下水道、公園、広場、図書館などの公共の用に供する施設をいう。

（公の施設） ＰＦＩ法ではさらに公用施設（庁舎等）、公益的施設（教育文化施設等）、その他（情報
通信施設等）を含めている。

公債費 （地方債） 発行した地方（市）債の償還と利子の合計額をいう。原則は地方税（一般財源）と使用料
（市債） などの収入が原資とされる。公債費の増加は、将来の住民に負担を強いることとなり、市債

（公債費比率） 発行は慎重にあたるべきである。
公債費比率 （公債費） 経常一般財源(地方税、同譲与税、普通交付税、特別交付税と前年度からの繰越金）に占め

で、比率が低いほど良いとされる。(算式省略）
交付公債 資金を借り入れて支払いに充てるのではなく、公債を交付することによって現金の支払い

に代える方法。地方債計画の枠外であり、普通会計の歳入歳出予算にも計上されないので、
発行には議会の議決が必要。

公聴・広報 政策形成過程等への住民の広範な参加を促し、行政と住民の連携･協力に努め、住民の期待
と批判に鋭敏かつ誠実に応答していくための、意見活動をいう。
世論調査、アンケート、モニター制度、市長への手紙、住民相談室、苦情処理窓口、移動
相談、市政懇話会、施設見学会などがある。

後年度負担 市が債務負担行為によって、次年度以降の歳出予算に計上しなければならない額。
国庫支出金 国からのひも付き交付金。国庫負担金、国庫補助金、国庫委託金からなる。

国庫委託金 国の事務を地公共に行なわせる場合に、国が所要経費の全額を負担するもの。国会議員選挙
国勢調査、外国人登録等の事務がある。

国庫負担金 国が地公共団体に対して、義務的に負担する金銭的給付で、国と地公共で負担割合が定め
られている。
①　義務教育費、生活保護国庫負担金など
②　公共事業国庫負担金など
③　災害復旧事業国庫負担金など

国庫補助金 国が地公共に対して、奨励的･恩恵的に支出されるもので、財政援助的補助金である。
さ 歳入 ある会計年度における地方自治体等の収入で、大別して以下のように４分類できる。

一般財源（使途が自由な財源）特定財源（使途が限定されている財源）
自主財源 市税、固定資産税、軽自動車税使用料、手数料、寄付金、財産
　（市が自主的に 市町村たばこ税、事業所税、 収入、繰入金、繰越金、諸収入
　　徴収できる） 入湯税、国民保険税　など
依存財源 地方交付税交付金、地方譲与税国庫支出金、県支出金、地方債
　（国や県などに
　　徴収を依存）
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歳出 ある会計年度における地方自治体等の支出
財政構造 地方自治体の体質が収入や支出に与えた影響の結果、住民の要求する行政サービスを適切に

提供できるか否かの収支、資産のあり方。
財政調整積立金 年度間の財源の不均衡を調整するために、余裕財源が生じた年度に一定のルールに従って

積立るもので、財源不足時や大規模建設事業、災害時などに活用するもの。
余裕財源は積み立てるほかに、大規模土木建設事業へ
充当または地方債の償還に当てることができる。

財政力指数 地公共の財政力の強弱を示す指標で、普通交付税の算定に用いる。一般財源所要額を税収で
賄える、つまり指数が１以上の団体はきわめて財政力の強い団体といえる。

市債 地方債 地公共が一会計年度を超える償還期間で発行する債券。通常償還には長期を要することから、
財源をみだりに市債発行にあおぐことは適当でない。千葉県と協議のうえ発行するが、県の
同意がなくても発行は可能である。原則として
①交通･ガス･水道事業　②土地開発公社等　③地方債借換　④災害復旧　⑤文教・保育所・
消防施設、道路･河川等の公共施設などの財源として市債が発行されることが多い。

地方債 市が１会計年度を超えて行なう借入れ。使途が特定されていて、国、銀行などが引受けて
いる。

公債費 発行した地方（市）債の償還と利子の合計額をいう。原則は地方税（一般財源）と使用料
などの収入が原資とされる。公債費の増加は、将来の住民に負担を強いることとなり、市債
発行は慎重にあたるべきである。

公債費比率 経常一般財源(地方税、同譲与税、普通交付税、特別交付税と前年度からの繰越金）に占め
で、比率が低いほど良いとされる。(算式省略）

交付公債 資金を借り入れて支払いに充てるのではなく、公債を交付することによって現金の支払い
に代える方法。地方債計画の枠外であり、普通会計の歳入歳出予算にも計上されないので、
発行には議会の議決が必要。

市場化テスト 小さな政府論の下、公的サービスを民間に移譲するにつき、期待された成果を上げるかどうか
試すため行われる官民競争入札制度のことを言う。2006年5月26日に成立した『競争の導入に
よる公共サービスの改革に関する法律』に基づく。 語源は、イギリスのサッチャー政権が
1980年代に導入した「Market Testing」で、官業を市場の競争にさらすという意味。

市民 住民 浦安市内に住所を有する者で、個人･法人を問わない。（自治法では「住民」を使用する）
最近では、社会に対し積極的な意識を有する個人を「市民」と表現する傾向にある。

市民活動 （市民参加） 社会の主役として、責任と役割に目覚めた市民が、様々な課題に向かって主体的に取組む
　　＜市民参加推進指針 協働 行動。
　　　平成１５年３月＞

市民参加 協働 市民が市政に参加し、およびまちづくり活動を行なうこと。＜推進条例＞
　　＜市民参加推進条例 ワークショップ （市民活動） 市民が、市政の各プロセス（企画･実施･評価）に参加し、市民の意思が反映されること。
　　　平成１６年３月＞ 市民提案 （住民運動） ＜推進指針＞
　　＜市民参加推進指針 住民自治
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　　　平成１５年３月＞ 住民投票制度
住民参加 市民参加 政策形成過程（企画立案･形成・手段選択）への参加を促し、行政と住民との連携・協力に

住民自治 努め、住民の期待と批判に鋭敏かつ誠実に応答してゆくために、住民の意向を集約し行政へ
反映させる手段。直接請求、住民投票、住民監査請求、住民訴訟、不服申し立て、訴訟、
請願、陳情のほか公聴会、アンケート調査、ワークショップ、審議会、委員会の設置など
がある。

ワークショップ 市民参加 政策等について、市と市民が平等な立場で自由な議論を行なうことにより、その課題を整理
　　＜市民参加推進条例 分析し、政策等の策定に当たっての提言または設計案作りなどを行なう会合をいう。
　　　平成１６年３月＞

住民自治 市民参加 （地方自治） 地方における政治行政を、中央政府の官僚によるものではなく、その地方の住民または
代表者の意思に基づいて行なうことで、自治法で認められている制度。

住民投票制度 １、自治法で認められているもの。　①議会の解散　　②議員の解職請求　③市長の解職
　　請求など。
２、条例で定める制度としては、地域における政策案件について住民の意思を問うことが
　　できる。ただし、投票結果は「尊重される」に止まる。

協働 （契約） 共通の目的を達成するために市と市民が、それぞれの果たすべき役割と責任を自覚して、
　　＜市民参加推進計画 （協業） 対等な立場で協力し合い、補完し合うこと。「行政が公共の大部分を担う」との考え方を
　　　平成１７年３月＞ 転換させるもの。
　　＜市民参加推進指針

　　　平成１５年３月＞

市民ニーズ 市民意向 （顧客満足度）

市民意識
市役所 （行政） 市が事務を執る主要な場所をいう。
指定管理者制度 地公共やその外郭団体に限定していた公の施設管理を、民間法人にもさせることができる

制度。
施策 （基本構想） 浦安市総合計画の中の基本構想と基本計画を具体化するための実行プランで、市のまち

（基本計画） づくりの方向性を示したもの。
（実施計画）

施策評価 （行政評価） 浦安市総合計画の中の基本計画および具体的施策の目標達成度を知ることで、それが効率
（施策評価） 的・効果的であったかを評価する制度。市では、評価の目安として市民アンケートを実施
（事務事業評価）している。

守備範囲 「行政関与のあり方に関する最終報告」（平成１８年１１月答申）浦安版事業の仕分け基準
による、浦安市が負うべき行政サービスをいう。

　　守備範囲内 法的な拠りどころはなく、比較的自由に事業の開始・廃止ができる自治事業で、現在１７４
の自治事業がある。

　　守備範囲外 時代や社会情勢変化により、もはや行政が行なうべきではないと判断された事業で、現在
１の自治事業がる。
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実施計画 （基本計画） 浦安市の基本計画に基づき、施策を計画的･効率的に実施するための、３ヵ年の具体的事業
を示すもの。

事務事業 市役所の仕事のこと。法定受託、法令による義務、法令による裁量、守備範囲内、守備範囲
外、内部管理事業など、１７年度では３４９事業（１０百万円超）がある。

事務事業評価 （行政評価） 事務事業レベルの実現度の評価。事業目的の達成が効率的･効果的であったかを成果指標に
（政策評価） よって数値的に、客観的に把握すること。
（事務事業評価）

自治基本条例 自治体における自治全体を統括する自治体における憲法にあたるもの。自治の基本の確認、
市民、行政、議会の役割/責務、権利、総合計画の位置づけ、などを含む。

自治体 行政機関 地方公共団体のこと。浦安市。地方自治体の略。
地方自治体

自主財源 （依存財源） 自治体が自らの手で徴収･収納できる財源のこと。その使途が一般か特定目的かを問わない。
（歳入） 地方税、使用料、手数料、寄附金、財産収入、繰入金、諸収入、繰越金などがある。

住民参加 市民参加 政策形成過程（企画立案･形成・手段選択）への参加を促し、行政と住民との連携・協力に
住民自治 努め、住民の期待と批判に鋭敏かつ誠実に応答してゆくために、住民の意向を集約し行政へ

反映させる手段。直接請求、住民投票、住民監査請求、住民訴訟、不服申し立て、訴訟、
請願、陳情のほか公聴会、アンケート調査、ワークショップ、審議会、委員会の設置など
がある。

住民自治 市民参加 （地方自治） 地方における政治行政を、中央政府の官僚によるものではなく、その地方の住民または
代表者の意思に基づいて行なうことで、自治法で認められている制度。
１、自治法で認められているもの。　①議会の解散　　②議員の解職請求　③市長の解職

住民投票制度 　　請求など。
２、条例で定める制度としては、地域における政策案件について住民の意思を問うことが
　　できる。ただし、投票結果は「尊重される」に止まる。

住民参加型ミニ公募債 地元振興の為に自治体が住民向けに発行する、比較的小額の公募債。利率は国債利回りに
上乗せするケースが多いが、金利先高観のときは売れ残るリスクがある。

受益者負担 負担(義務） 公共用財産の利用によって公共サービスを受ける市民が、受益の限度内で費用の一部を
負担すること。受益の公平性を期待できるが、負担能力のあるところにのみ公共事業が配分
されやすい傾向がある。

人件費 物件費 職員の一定の勤務に対する対価･報酬として支払われる一切の経費をいう。
義務的経費の代表的なもので、継続性、消費性があり、財政構造の大きな硬直化要因の一つ。
給与単価×職員数（＝職員給）の動向に注意が必要。各種建設事業費や業務委託費の中に、
各種建設事業費や業務委託費の中に、本来の意味での人件費が物件費として含まれることが
多いので、人件費の分析･削減に当たっては十分な注意が必要。

物件費 人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の消費的経費の総称。
賃金・旅費・交際費・需用費・役務費・備品購入費･委託料･報償費･使用料および賃借料
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原材料費をいう。
単に人口1人あたりの額だけでなく、累年の増減、構成比、類似市町村との比較によって
妥当性をみるほか、高額の支出内容の１件ごとの支出妥当性の検討が必要である。

政策・施策・事務事業 基本構想 大局的な見地から目指すべき方向や目的を示すもの。
　　　政策 浦安市総合計画の中の基本構想である、まちづくりの基本理念、基本目標、５つの都市像を

いう。
浦安市総合計画の中の基本構想と基本計画を具体化するための実行プランで、市のまち
づくりの方向性を示したもの。

　　　施策 政策という上位目的を達成するための個々の方策。
　　　事務事業 施策の目的を達成するための具体的手段。

基本計画 経営計画 （総合計画） 基本構想の中のまちづくり重点プラン７つをいう。目標年度は平成２２年度で、現在市民
（基本政策） 会議で第２次基本計画への提言が議論されている。

基本目標 基本計画の下位にあって、７つのまちづくり重点プランを統合する目標であって「人が躍動
するまち･浦安」と定められている。

（基本構想） 浦安市総合計画の中の基本構想と基本計画を具体化するための実行プランで、市のまち
（基本計画） づくりの方向性を示したもの。
（実施計画）

実施計画 （基本計画） 浦安市の基本計画に基づき、施策を計画的･効率的に実施するための、３ヵ年の具体的事業
を示すもの。

政策評価 行政評価 （事務事業評価）基本構想推進結果について効果等を測定・分析し、一定の尺度により客観的な判断を加える
（施策評価） こと。政策評価の目的は、基本構想を着実に推進し、質の高い行政の実現、市民の視点に

立った成果重視の行政への転換をめざすことにある。
事務事業評価 行政評価 （政策評価） 事務事業レベルの実現度の評価。事業目的の達成が効率的･効果的であったかを成果指標に

（施策評価） よって数値的に、客観的に把握すること。
施策評価 行政評価 （政策評価） 浦安市総合計画の中の基本計画および具体的施策の目標達成度を知ることで、それが効率

（事務事業評価）的・効果的であったかを評価する制度。市では、評価の目安として市民アンケートを実施
している。

た 地方公共団体 市町村 都道府県、市町村を指す。住民の権利を制限し、自由を規制する内容を持つ事務処理を含め
行政 広範な自治権が国から認められた統治団体。浦安市。

行政機関
地方自治体

　　　団体自治 地方の運営は、その地方に国とは別の、独立した、自治権を持つ地方統治機構（地方自治体、
地方政府等）により行われるべきという概念であり、ドイツで発達した。

地方交付税 普通交付税 税収の変化に合わせて地方公共団体(自治体）が一定の基準で国から受ける、使途や条件の
特別交付税 つかない財源。財源保障的性格がある。

地方交付税交付金
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地方債 市債 市が１会計年度を超えて行なう借入れ。使途が特定されていて、国、銀行などが引受けて
いる。

地方財政運営の基本 毎年度の収支の均衡を図ること、適切な行政サービス水準を維持し、地方債･借入金の償還
に対応しうる健全な財政構造を確立すること。

地方自治 住民自治 市の政治が国の関与によらず住民の意思に基づいて行なわれること。住民自治と、国に対す
団体自治 る地方自治の２つの概念を持っている。

地方税 （市民税） 地方税法に基づく県･市の条例に基づいて課税され、使途によって①普通税と目的税　②担
（固定資産税） 税者によって①直接税　②間接税に区分される。

普通税として市町村民税、固定資産税、軽自動車税、市町村たばこ税などと目的税として
事業所税、都市計画税、国民健康保険税、入湯税などがある。また、直接税として、市民税、
固定資産税、軽自動車税、特別土地保有税が、間接税として市たばこ税などがある。

都市像 平成１３年度からスタートした「浦安市総合計画」の基本構想に示された、平成３２年度
までに達成されることを想定した５つの都市像をいう。
①　生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉都市
②　創造と交流で築く市民文化都市
③　水と緑に囲まれた快適環境都市
④　利便の高い暮らしを支える安全都市
⑤　多様な機能が生み出す魅力あふれる産業都市

都市経営 経営 行政組織や事務事業の簡素･効率化を中心に取組んできたいわゆる「行政改革」を敬称しつ
つ、「成果主義」[顧客主義」[市場主義」などの「ＮＰＭ」の考え方を導入し、さらに市民
と行政が都市の構成員として、まちづくりの理念や目的を共有し、市民と市民、市民と行政
のパートナーシップにより、計画的･継続的に｢市民とともに都市を経営するという新たな
視点でまちづくりを進めていくこと。(相模原市ホームページより）

都市経営指標 市民満足度 一定期間の行政運営に対する市民満足度や行政への信頼度をいう。
行政信頼度 世論調査、アンケート、モニター制度、市長への手紙、住民相談室、苦情処理窓口、移動
クレーム 相談、市政懇話会、施設見学会などで市民満足度や信頼度を測定するなどが考えられる。

都市基盤 インフラ 道路、鉄道などの交通輸送施設、上下水道、廃棄物などの処理･供給施設、電力、電話等の
通信施設など、都市活動に不可欠の基幹施設をいう。

投資的経費 社会資本（道路･橋梁･公園･学校･公営住宅等)の整備に要する経費で、普通建設事業費や
災害復旧事業費、失業対策事業費からなっている。

特別会計 （一般会計） 一般会計からの繰出金を含む特定財源により、特定の支出に充てる会計。浦安市の場合、
国保、学校給食、下水道、老人保健など７つの特別会計がある。財源が不足するときは、
一般会計から財源補填を行なうことがある。

特別交付税 （普通交付税） 普通交付税算定日以降に生じた、災害等の特別の財政事情がある場合に交付される地方
交付税のひとつで、地方交付税の６%を占める。

な
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は ＰＦＩ 公共施設などの設計、建設、維持管理、運営に民間の資金とノウハウを活用し、公共
Private Finance Initiative サービスの充実を図っていこうとする考え方。選択された事業については、債務負担行為
 の特例など財政・金融上の支援策がある。
扶助費 生活困窮者、身体障がい者等に対してその生活を維持するために支出される経費。生活

保護法に基づくものがほとんどである。
普通会計 （特別会計） 一般的に地方財政の計数をいうときに使われる会計で、

一般会計＋〔特別会計－（公営企業・国保・収益事業･交通災害共済会計など特別会計の
大部分）〕をいう。
地公共団体間・時系列比較のため、特別会計のうち地公共独自の自主性の高い会計を除外
して算出する。

普通交付税 （特別交付税） 財源保障機能としての国からの地方交付税のひとつで、地方交付税の９６%を占める。
しかし、算出基準が厳しく財源不足のすべてをカバーするまでに至っていない。

物件費 人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の消費的経費の総称。
賃金・旅費・交際費・需用費・役務費・備品購入費･委託料･報償費･使用料および賃借料
原材料費をいう。
単に人口1人あたりの額だけでなく、累年の増減、構成比、類似市町村との比較によって
妥当性をみるほか、高額の支出内容の１件ごとの支出妥当性の検討が必要である。

法定受託事務 本来国または県が果たすべき事務のうち、法令により市町村が処理する事務で、環境保全、
環境保全・伝染病の蔓延防止、治山治水、国政選挙、旅券交付など１０事業がある。

法令による義務 関係法令により、市が義務として行なわなければならないと明確に規定された自治事業で、
現在８０事業がある。

法令による裁量 関係法令により、市の努力義務として示されているもので６１の自治事業がある。
　　＊守備範囲内 法的な拠りどころはなく、比較的自由に事業の開始・廃止ができる自治事業で、現在１７４

の自治事業がある。
　　＊守備範囲外 時代や社会情勢変化により、もはや行政が行なうべきではないと判断された事業で、現在

１の自治事業がる。
補助金 市から民間に対し、公益上の必要により交付される現金的給付で、①相当の反対給付を受け

ないこと　②交付を受けた相手が利益をうけるものであること　③使途が特定されている
こと　が要件。
また、国･県が予算などの定めにより特定の目的実現のために、市町村へ現金を給付する
補助金もある。

ま まちづくり活動 ボランティア活動、特定非営利活動など公益の増進に寄与することを目的とした、市民が
　＜市民参加推進計画 行なう非営利の自由な社会貢献活動をいう。
　　平成１７年３月＞

や 予算 （決算） 一定期間における収入･支出の見積もりのこと。歳入予算は見積もりであるが、歳出予算は
見積もりであると同時に、支出額および内容を制限する拘束力を有する。議会の議決による
承認が必要。

73 ページ



使用したい用語（ａ） 同義語（ｂ） 関連用語(ｃ） 使用したい用語の定義

ら 留保財源 （法定普通税） 地方交付税算定にあたり、地方公共団体の徴税や独自の財源確保の努力をうながすために
設けられた制度で、市の普通税収の２５％相当額が留保財源とされる。

わ ワークショップ 市民参加 政策等について、市と市民が平等な立場で自由な議論を行なうことにより、その課題を整理
　　＜市民参加推進条例 分析し、政策等の策定に当たっての提言または設計案作りなどを行なう会合をいう。
　　　平成１６年３月＞
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